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入札制度アンケートの結果について（報告） 

 

時下 益々ご清栄のこととお喜び申上げます。 

平素は、当協会の業務につきまして、格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。 

さて、令和７年７月に実施いたしました「消防機器業における現状及び入札制度等に係る

アンケート（以下「入札制度アンケート」という。）」に関しまして、ご協力を賜り誠にあ

りがとうございました。 

この度、入札制度アンケートの集計結果がまとまりましたので、下記のとおり、報告させ

ていただきます。 

なお、入札制度アンケートの結果については、政府与党をはじめとする関係機関への働き

かけの材料として活用し、消防機器業界における「賃上げ」や「入札制度等の見直し」など

の実現につなげてまいりたいと考えております。 

 

記 

 

１ アンケート結果 

別紙のとおりです。 

なお、入札制度アンケート結果については、一般社団法人全国消防機器協会のホームペ

ージの会員専用ページに掲載する予定としています。 

２ アンケート方法等の概要 

(1) アンケート方法 

Ｇｏｏｇｌｅフォームにより実施 

(2) アンケート対象者 

一般財団法人日本消防設備安全センターの賛助会員である都道府県消防設備協会の会

員各社及び一般社団法人全国消防機器協会の会員各社（消防機器等の工事、販売又は保

守業者） 

(3) アンケート期間  

令和７年７月２５日（金）から令和７年９月５日（金）まで 



入札制度アンケートの結果

一般社団法人全国消防機器協会では、官公需等における入札価格等の現状
や課題を把握し、「物価上昇を上回る賃上げ」、「国や自治体における低入
札価格調査制度、最低制限価格制度等の導入拡大」等について、政府与党を
はじめとする関係機関への働きかけの材料として活用し、消防機器業界にお
ける「賃上げ」や「入札制度等の見直し」などの実現につなげることを目的
として、「入札制度アンケート」を実施させていただきました。入札制度ア
ンケートにご協力をいただきました皆様には、心より御礼申し上げます。

当協会では、この入札制度アンケートの結果を活用し、消防機器業界にお
ける入札制度の見直しなどの実現につなげてまいりたいと考えております。

なお、このアンケートは、一般財団法人日本消防設備安全センターのご協
力をいただき実施しております。

別紙

令和７年１２月



所属団体の確認

問1 御社は、都道府県消防設備協会の会員又は一般社団法人全国消防機器協会正会員の工業会（協
会）の会員ですか？

57.6%
23.6%

18.8%

所属する団体

都道府県消防設備協会の会員

である

一般社団法人全国消防機器協

会正会員の工業会（協会）の会

員である

両方の会員である

n=441

1



所属団体の確認

問2-1 どちらの都道府県の設備協会に所属されていますか？
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所属団体の確認

問2-2 どちらの工業会（協会）に所属されていますか？
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所属する工業会 n=187
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業種の確認

問3 御社の業務内容について、当てはまるものを選択してください。

3.6%
2.3%

22.9%

29.5%4.5%

0.7%

36.5%

回答各社の業種

工事業

保守業

販売業

保守・工事業

保守・販売業

工事・販売業

工事・保守・販売業

n=441
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国又は地方公共団体との契約

問4 国又は地方公共団体との契約はありますか？

79.8%

20.2%

国又は地方公共団体との契約の有無

ある

ない

n=441
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国又は地方公共団体との契約

問5 最近の国又は地方公共団体の入札価格は、どのような状況ですか？

最近の国又は地方公共団体の入札価格 

33.9%

44.5%

13.6%

8.0%

保守関係

上昇している

変わらない

下降している

わからない

n=301

41.4%

40.1%

6.8%

11.6%

工事関係

上昇している

変わらない

下降している

わからない

n=292

33.0%

45.6%

13.1%

8.3%

販売関係

上昇している

変わらない

下降している

わからない

n=206
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国又は地方公共団体との契約

問6 国又は地方公共団体における入札において、御社の価格より安価で落札された事例のうち、落
札価格と御社の価格について、次の比率（落札価格／御社価格）ごとの有無をすべて教えてくだ
さい。

18.3%

20.7%

16.9%

10.3%

8.2%

25.6%

落札価格との価格差

（落札価格／自社価格）

90％以上

80％以上90％未満

70％以上80％未満

60％以上70％未満

50％未満

比率のわからないものがある

n=497
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国又は地方公共団体との契約

問7 国又は地方公共団体の契約案件について、 入札価格では採算がとれないことがありますか？

60.2%

39.8%

国又は地方公共団体の不採算案件

ある

ない

n=352
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国又は地方公共団体との契約

問8 国又は地方公共団体の契約案件について、入札価格では採算がとれない案件はどれくらいあり
ますか？

国又は地方公共団体の不採算案件の頻度

43.3%

30.9%

25.8%

保守関係

ときどきある

たまにある

よくある

n=132

38.3%

44.6%

17.1%

工事関係

ときどきある

たまにある

よくある

n=175

45.0%

29.8%

25.2%

販売関係

ときどきある

たまにある

よくある

n=131
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国又は地方公共団体との契約

問9 採算がとれる入札価格になっていない理由は何だと思いますか？

31.6%

24.1%

20.8%

18.4%

3.8% 1.4%

入札価格が不採算になる理由

低入札価格調査制度を導入等していないた

め

国又は地方公共団体の予算が安価なため

最低制限価格制度を導入等していないため

一般競争入札による価格低下のため専門の

技術者がいない、実績がない等の業者が参

入しているため

不適切な業務を行う業者による価格低下の

ため

本来の業務以外の業務（写真撮影、資料要

求等）が増加しているため

n=162
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国又は地方公共団体との契約

問10 その他に採算がとれる入札価格になってない理由はありますか？

15.6%

84.4%

採算がとれる入札価格に

なっていない理由（その他）

ある

ない

n=212
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国又は地方公共団体との契約

問11 採算が取れる入札価格になっていないと考えている理由について、具体的に教えてください。

■ 予算上によると考えられる課題（5件）
1 過去の実績価格を基本としていること
2 予算要求時に官公庁担当者が予算を取るように努力していないため、また、消防用設備等を重要視していないため、高額な額にな

ると修繕等が実施できないこと
3 予算段階で経費、工事費が計上されているが、いわゆる歩切を行っている場合があること
4 前年度や過去の実績のまま予算が計上されていること
5 労務費が実勢とかけ離れていることや機器費の予算が根拠なしにカットされていること

 
■ 物価、人件費等の上昇を考慮していないと考えられる課題（6件） 

1 物価上昇分が反映されていないこと
2 人件費、材料費の価格上昇分が考慮されていないこと
3 最低賃金の上昇、物価上昇、消費税増税分など、政策による各種の価格上昇要因が入札制度に反映されていないこと
4 人件費の高騰分が不足していること
5 材料費等の高騰が反映されていないこと
6 前年度に予算決定され、入札時には価格が上昇していること

12



■ 不適切な行為が行われていると考えられる課題（6件） 
1 同じブロックの入札で連続落札が可能なため、安価な悪徳業者がすべて落札してしまうこと
2 他県からの低額の入札参加により、相場が荒らされていること
3 仕様書の記載項目を満足できない業者との契約が行われていること
4 ダンピング業者がいること
5 入札者の体制が不備なため点検行為が難しいと考えられる業者が受注したり、遠隔地の業者が入札を行い保守できる体制にないの

に安く落札する事例が増えてきていること
6 不適切な点検を行っている業者が見られること

■ 契約方式等によると考えられる課題（1件） 
1 随意契約やメーカーが指定されていること

■ 発注者側の知識、制度等によると考えられる課題（3件） 
1 指定管理制度によること
2 発注側の専門知識が低いこと
3 役所側で独自積算をしていること

 
■ 仕様、設計等によると考えられる課題（5件） 

1 夜間の作業が必須などの作業条件が仕様書に明示されていないにもかかわらず、最低制限価格は昼間作業の価格で設定されている
ことがあること

2 作業場所への入室制限が厳しく、複数回にわたり入室しなければならないことや、作業員数を増やす必要がある条件が仕様書から
は読み取れず、落札後の打ち合わせで初めて明らかとなることがあること

3 仕様書にはないアスベスト調査及び処分が含まれていることがあること
4 設計の間違いや調査不足があること
5 入札仕様の現地確認がないこと

■ その他（1件） 
1 書類作成等に係る積算が行われていない業者がいること 13



民間との入札契約

問12 民間との契約はありますか？

84.4%

15.6%

民間との契約の有無

ある

ない

n=441
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問13 最近の民間の入札価格は、どのような状況ですか？

民間との入札契約

最近の民間の入札価格 

31.7%

47.3%

6.0%

15.0%

保守関係

上昇している

変わらない

下降している

わからない

n=252

45.1%

35.3%

5.6%

14.1%

工事関係

上昇している

変わらない

下降している

わからない

n=246

33.3%

38.3%

8.3%

20.0%

販売関係

上昇している

変わらない

下降している

わからない

n=172
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民間との入札契約

問14 民間の契約案件について、入札では採算がとれない案件はどれくらいありますか？

民間の不採算案件の頻度

7.4%

18.6%

35.4%

28.3%

9.0%
1.3%

保守関係

よくある

ときどきある

たまにある

ほとんどない

わからない

民間の契約はない

n=311

6.8%

18.9%

33.4%

29.7%

9.8%

1.4%

工事関係

よくある

ときどきある

たまにある

ほとんどない

わからない

民間の契約はない

n=296

8.2%

21.9%

32.8%

25.1%

9.8%

2.2%

販売関係

よくある

ときどきある

たまにある

ほとんどない

わからない

民間の契約はない

n=183

16



問15 国又は地方公共団体における保守業務に係る入札案件について、価格を算定する際に、物価
本を利用することがありますか？
※ 物価本 消防機器等の市場単価を掲載している一般財団法人建設物価調査会の「建築物価」、
一般財団法人経済調査会の「積算資料」等

入札に利用する資料

13.7%

11.0%

20.7%
38.3%

16.2%

入札時の物価本の利用頻度

よくある

ときどきある

たまにある

ほとんどない

国又は地方公共団体の入札は

ない

n=202
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入札に利用する資料

問16 物価本の利用について、「ほとんどない」と回答された方にお聞きします。その理由は何で
すか？

38.8%

22.0%

19.2%

14.5%

5.5%

物価本を利用しない理由

自社基準を使用するため

前年度の入札価格と同額にする

必要があるため

国又は地方公共団体の予算が

安価のため

適正な市場単価になっていない

ため

その他

n=204
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最低制限価格に近い水準で落札した事例

問17 最近、国又は地方公共団体の入札において、他の事業者が最低制限価格に近い水準で落札し
た事例を見たことがありますか？

49.4%50.6%

最低制限価格に近い水準で

落札した事例を見たことがある

ある

ない

n=441
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最低制限価格に近い水準で落札した事例

問18 最低制限価格に近い水準で落札した事例について、次の落札率ごとの件数を教えてください。

14

15

13

25

42

56

88

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

落札率不明

50%未満

50%以上60%未満

60%以上70%未満

70%以上80%未満

80%以上90%未満

90%以上

最低制限価格に近い水準で
落札した事例の落札率ごとの件数

(件数)

n=253
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低入札価格調査制度の対象となったが、結果的に落札に至った事例

問19 最近、国又は地方公共団体の入札において、他の事業者が低入札価格調査制度の対象となっ
たが、結果的に落札に至った事例を見たことがありますか？

15.4%

84.6%

低入札価格調査制度の対象となったが、

結果的に落札に至った事例を見たことがある

ある

ない

n=441
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低入札価格調査制度の対象となったが、結果的に落札に至った事例

問20 低入札価格調査制度の対象となったが、結果的に落札に至った事例について、次の落札率ご
との有無を教えてください。

n=78

1

7

7

10

17

19

17

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

落札率不明

50%未満

50%以上60%未満

60%以上70%未満

70%以上80%未満

80%以上90%未満

90%以上

低入札価格調査制度の対象の落札率

件数
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入札において、最も希望する事項

問21 国又は地方公共団体の入札において、次のうち、最も希望する事項は何ですか？

12

25

25

32

93

126

128

0 20 40 60 80 100 120 140

その他

契約後における入札価格の見直制度の導入

低入札価格調査制度の導入

ダンピング防止

最低制限価格制度の導入

消防機器等の重要性を踏まえた入札制度の見直し

工事、販売及び保守に係る業務の質の低下の防止

国又は地方公共団体の入札で最も希望する事項

件数

n=441

23



入札において、最も希望する事項

問22 前の質問で「その他」と回答された方にお聞きします「その他」について、具体的に教えて
ください。

■ その他（4件）
1 消防車両の納期は、３月が多く、製造時期が１０月以降に集中してしまうため、入札時期の分散を
希望（例えば、入札時期を東日本は４月、西日本は１０月として分散 これにより品質も安定）

2 実態に即した予定価格の設定を希望
3 物価と給与の上昇に連動した入札予定額を希望
4 価格の上昇を反映した予定価格の設定を希望

■ アンケートに関する希望、不明等（8件）

24



会社の規模等

問23 御社の従業員数について、教えてください。

21.1%

47.6%

10.9%

11.8%

3.6%
5.0%

回答各社の従業員数

10人未満

10人～49人

50人～99人

100人～499人

500人～999人

1,000人以上

n=441
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会社の規模等

問24 御社の業務内容について、当てはまるものを再度選択してください。(問3と同内容です)

4.3%
2.5%

12.5%

31.3%

4.8%
2.3%

42.4%

回答各社の業種

工事業

保守業

販売業

保守・工事業

保守・販売業

工事・販売業

工事・保守・販売業

n=441
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賃金等の状況

問25 御社の従業員の賃金について、教えてください。

従業員の賃金について 

77.7%

12.1%

10.2%

保守関係

人材確保に支障のない
レベルとなっている

仕事量及びスキルに対
して、十分な賃金を支
払うことができていな
い
わからない

n=157

76.8%

11.6%

11.6%

工事関係

人材確保に支障のない
レベルとなっている

仕事量及びスキルに対
して、十分な賃金を支
払うことができていな
い
わからない

n=164

60.2%

19.9%

19.9%

販売関係

人材確保に支障のな
いレベルとなってい
る

仕事量及びスキルに
対して、十分な賃金
を支払うことができ
ていない
わからない

n=266
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賃金等の状況

問26 御社の事業収益について、教えてください。

事業収益

32.3%

61.0%

4.9% 1.8%

工事関係

適正な利益を確保し
ている

それほど余裕がある
わけではないが順調
な経営である
余裕のない経営が続
いている

赤字が続き、経営に
懸念がある

n=164

33.8%

54.5%

10.9%
0.8%

販売関係

適正な利益を確保し
ている

それほど余裕がある
わけではないが順調
な経営である
余裕のない経営が続
いている

赤字が続き、経営に
懸念がある

n=266

28.0%

64.3%

6.4%
1.3%

保守関係

適正な利益を確保し
ている

それほど余裕がある
わけではないが順調
な経営である
余裕のない経営が続
いている

赤字が続き、経営に
懸念がある

n=157
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